
第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式  600,000,000

計 600,000,000 

 

 

②【発行済株式】

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（2019年３月31日） 

提出日現在 
 発行数（株） 

（2019年６月27日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 337,364,781 337,364,781 

東京、名古屋、福岡、 

札幌各証券取引所 

（東京、名古屋は市場第

一部） 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株である。 

計 337,364,781 337,364,781 ― ― 

 （注）「１ 株式等の状況」における「普通株式」は、上表に記載の内容の株式をいう。 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプションの付与を目的として取締役及び執行役員（元執行役員を含む）に対して新株予約

権を発行しており、その内容は次のとおりである。

なお、当該内容は、当事業年度末日現在（2019年３月31日）を記載しており、当事業年度末日から提出日の前

月末日（2019年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末日現在における内容を

（  ）内に記載し、その他の事項については当事業年度末日における内容から変更はない。
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ア.2006年６月28日開催の定時株主総会決議及び2006年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2006年８月17

日に発行した新株予約権（第４回新株予約権） 

決議年月日 2006年７月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役15名及び執行役員10名

新株予約権の数 77個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 7,700株

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2006年８月18日から2036年６月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

 

イ.2007年６月27日開催の定時株主総会決議及び2007年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2007年８月16

日に発行した新株予約権（第５回新株予約権） 

決議年月日 2007年７月31日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役14名及び執行役員16名

新株予約権の数 84個（69個）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 8,400株（6,900株） 

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2007年８月17日から2037年８月16日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２
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ウ.2007年６月27日開催の定時株主総会決議及び2008年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2008年８月18

日に発行した新株予約権（第６回新株予約権） 

決議年月日 2008年７月31日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役16名及び執行役員17名

新株予約権の数 156個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 15,600株

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2008年８月19日から2038年８月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

 

エ.2007年６月27日開催の定時株主総会決議及び2009年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2009年８月17

日に発行した新株予約権（第８回新株予約権） 

決議年月日 2009年７月31日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役16名及び執行役員17名

新株予約権の数 381個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 38,100株

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2009年８月18日から2039年８月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２
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オ.2007年６月27日開催の定時株主総会決議及び2010年７月30日開催の取締役会決議に基づき、2010年８月17

日に発行した新株予約権（第９回新株予約権） 

決議年月日 2010年７月30日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役15名及び執行役員20名

新株予約権の数 590個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 59,000株

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2010年８月18日から2040年８月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

 

カ.2007年６月27日開催の定時株主総会決議及び2011年11月30日開催の取締役会決議に基づき、2011年12月15

日に発行した新株予約権（第10回新株予約権） 

決議年月日 2011年11月30日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役16名及び執行役員22名

新株予約権の数 672個（638個）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 67,200株（63,800株）

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2011年12月16日から2041年12月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２
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          キ.2007年６月27日開催の定時株主総会決議及び2012年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2012年８月16

日に発行した新株予約権（第11回新株予約権） 

決議年月日 2012年７月31日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役16名及び執行役員24名

新株予約権の数 1,050個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 105,000株

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2012年８月17日から2042年８月16日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

 

          ク.2007年６月27日開催の定時株主総会決議及び2013年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2013年８月19

日に発行した新株予約権（第12回新株予約権） 

決議年月日 2013年７月31日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役16名及び執行役員21名

新株予約権の数 649個（621個）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 64,900株（62,100株）

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2013年８月20日から2043年８月19日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２
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          ケ.2007年６月27日開催の定時株主総会決議及び2014年７月31日開催の取締役会決議に基づき、2014年８月18

日に発行した新株予約権（第15回新株予約権）

決議年月日 2014年７月31日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役９名、執行役員27名及び元執行役員１名

新株予約権の数 1,153個（1,131個）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 115,300株（113,100株）

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2014年８月19日から2044年８月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）1

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

 

          コ.2015年４月23日開催の取締役会決議に基づき、2015年５月11日に発行した新株予約権（第16回新株予約

権） 

決議年月日 2015年４月23日 

付与対象者の区分及び人数 当社の執行役員１名

新株予約権の数 42個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 4,200株

新株予約権の行使時の払込金額 10円

新株予約権の行使期間 2015年５月12日から2045年５月11日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   10円

資本組入額  10円

新株予約権の行使の条件 （注）1

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２
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 （注）１．新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当てを受けた対象者（以下「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使期間内に

おいて、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した場合に限り、本新株予約権を行使でき

るものとする。

  ただし、この場合、以下①又は②に掲げる新株予約権の新株予約権者は、それぞれに定める期間内に限

り、それぞれの新株予約権を行使することができる。

  ①第４回新株予約権～第13回新株予約権

   地位を喪失した日の翌日から10年を経過する日までの間

  ②第15回新株予約権～第16回新株予約権

   地位を喪失した日の翌日から１年経過した日以降、10年を経過する日までの間

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全

  子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株

  主総会決議が不要な場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、以下に定める期間内に限り新株予

  約権を行使できるものとする。ただし、新株予約権者に会社法第236条第１項第８号のイからホまでに

  掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権が交付される場合を除く。

当該承認日の翌日から15日間

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

  る。

(4) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

(6) 新株予約権の第三者への譲渡、質入その他一切の処分は、当社取締役会の承認のある場合を除き、これ

を認めないものとする。

(7) その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

 

   ２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、再編対象会社の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合において

は、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条

件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設

分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数は、残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数

と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類は、再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数は、組織再編行為の条件等を勘案の上、残存新株予約

権に定められた事項に準じて決定する。

(4) 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額

とする。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる

再編対象会社の株式１株当たり10円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間は、上記表中「新株予約権の行使期間」の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記表中「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項は、

残存新株予約権に定められた事項に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8) 新株予約権の取得条項は、残存新株予約権に定められた事項に準じて決定する。

(9) その他の新株予約権の行使の条件は、上記（注）１に準じて決定する。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項なし。
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③【その他の新株予約権等の状況】

     該当事項なし。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2017年10月１日 △3,036,283 337,364 ― 265,608 ― 203,536

 （注）2017年６月22日開催の第92回定時株主総会決議により、2017年10月１日付で株式併合（当社株式10株を１株に併

合）を実施したため、発行済株式総数は、3,036,283千株減少し、337,364千株となった。

 

（５）【所有者別状況】

              2019年３月31日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の状況 

（株） 

政府及び 

地方公共 

団体 

金融機関 
金融商品 

取引業者 

その他の 

法人 

外国法人等 個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数(人) － 177 45 2,015 735 107 231,299 234,378 － 

所有株式

(単元) 
－ 1,107,449 194,308 270,425 927,664 294 865,907 3,366,047 760,081 

所有株式数 

の割合(％) 
－ 32.90 5.77 8.03 27.55 0.00 25.72 100 － 

 （注）１．自己株式は801,903株であり、「個人その他」の欄に8,019単元及び「単元未満株式の状況」の欄に３株を含

めて記載している。 

２．「その他の法人」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が16単元含まれている。 
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（６）【大株主の状況】

    2019年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 20,417 6.06 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 17,997 5.34 

明治安田生命保険相互会社 

(常任代理人 資産管理サービス信託銀行株

式会社） 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 
8,002 2.37 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口５） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,576 1.95 

野村信託銀行株式会社（退職給付信託三菱

ＵＦＪ銀行口） 
東京都千代田区大手町二丁目２番２号 6,526 1.93 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口９） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,467 1.92 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口７） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,558 1.65 

STATE STREET BANK WEST CLIENT - 

TREATY 505234 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営

業部） 

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY, 

MA 02171，U.S.A. 

（東京都港区港南二丁目15番１号） 

5,118 1.52 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 4,635 1.37 

JP MORGAN CHASE BANK 385151 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営

業部） 

25 BANK STREET, CANARY WHARF, 

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM 

（東京都港区港南二丁目15番１号） 

4,437 1.31 

計 ― 85,736 25.47 

 

（注）１． 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、2018年４月16日付で株式会社三菱ＵＦＪ銀行、三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ国際投信株式会社及び三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社を

共同保有者とする大量保有報告書の変更報告書が関東財務局長に提出され、公衆の縦覧に供されている。

しかしながら、当社としては、2019年３月31日現在の当該法人の実質所有株式数を完全に確認できないた

め、上記大株主の状況は、株主名簿の記載内容に基づいて記載している。 

なお、当該変更報告書による2018年４月９日現在の株式所有状況は以下のとおりである。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％） 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 6,526 1.93 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 13,119 3.89 

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 1,564 0.46 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 679 0.20 

計 ― 21,890 6.49 

 

 

- 44 -

2019/07/01 10:08:39／18447557_三菱重工業株式会社_有価証券報告書（通常方式）



    ２. 三井住友信託銀行株式会社から、2019年１月９日付で三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及び日

興アセットマネジメント株式会社を共同保有者とする大量保有報告書が関東財務局長に提出され、公衆の縦覧に

供されている。

    しかしながら、当社としては、2019年３月31日現在の当該法人の実質所有株式数を完全に確認できないため、上

記大株主の状況は、株主名簿の記載内容に基づいて記載している。

    なお、当該報告書による2018年12月31日現在の株式所有状況は以下のとおりである。

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式

（自己株式を

除く。）総数

に対する所有

株式数の割合

（％） 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式

会社 
東京都港区芝公園一丁目１番１号 10,581 3.14 

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号 6,297 1.87 

計 ― 16,879 
5.00 

 

 

 

  ３． みずほ証券株式会社から、2019年４月５日付でアセットマネジメントOne株式会社を共同保有者とする大量保有

報告書が関東財務局長に提出され、公衆の縦覧に供されている。

しかしながら、当社としては、2019年３月31日現在の当該法人の実質所有株式数を完全に確認できないため、

上記大株主の状況は、株主名簿の記載内容に基づいて記載している。 

なお、当該報告書による2019年３月29日現在の株式所有状況は以下のとおりである。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式

（自己株式を

除く。）総数

に対する所有

株式数の割合

（％） 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 4,639 1.38 

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 12,576 3.73 

計 ― 17,215 5.10 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2019年３月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 
－ 

－ 
普通株式 801,900 

（相互保有株式） 
－ 

普通株式 14,500 

完全議決権株式（その他） 普通株式 335,788,300 3,357,883 － 

単元未満株式 普通株式 760,081 － 
－ 

 

発行済株式総数   337,364,781 － － 

総株主の議決権   － 3,357,883 － 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、以下の株式が含まれている。

㈱証券保管振替機構 1,600株  （16個） 

役員報酬BIP信託Ⅰ  141,000株（1,410個） 

役員報酬BIP信託Ⅱ  677,000株（6,770個） 

２．株主名簿上当社が議決権の４分の１以上所有している会社の名義となっているものの、実質的には当該会社

が所有していない株式が414株あり、「完全議決権株式（その他）」欄に400株（議決権４個）及び「単元未

満株式」欄に14株を含めて記載している。 

３．「単元未満株式」欄には以下の自己株式及び相互保有株式が含まれている。

当社所有 ３株 

㈱東北機械製作所 50株 
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②【自己株式等】

        2019年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

（自己保有株式）          

三菱重工業㈱ 東京都千代田区丸の内三丁目２番３号 801,900 0 801,900 0.23 

（相互保有株式）          

日本建設工業㈱ 東京都中央区月島四丁目12番５号 10,000 0 10,000 0.00 

㈱東北機械製作所 秋田市茨島一丁目２番３号 200 0 200 0.00 

㈱菱友システムズ 東京都港区芝浦一丁目２番３号 4,000 0 4,000 0.00 

長菱ハイテック㈱ 長崎県諫早市貝津町2165番地 300 0 300 0.00 

計 ― 816,400 0 816,400 0.24 

（注）１．「自己保有株式」欄には株式付与ESOP信託、役員報酬BIP信託Ⅰ及び役員報酬BIP信託Ⅱが所有している株

式は含まれていない。

２．株主名簿上当社が議決権の４分の１以上所有している会社の名義となっているものの、実質的には当該会

社が所有していない株式が414株あり、上記①の「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に400株

（議決権４個）及び「単元未満株式」欄に14株を含めて記載しており、上記②の「自己株式等」の「相互

保有株式」欄には含めていない。
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（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

ア．幹部級管理職に対する株式交付制度

当社は、当社グループ全体の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意欲を高めることを目的とし

て、当社及び当社の主要グループ会社の経営の中枢を担う重要ポストに就く幹部級管理職（以下「管理職」

という。）を対象とした株式交付制度（以下「管理職向け制度」という。）を2015年度より導入している。 

 

（ア）管理職向け制度の概要 

・管理職向け制度は、管理職に対して、毎年、業績等に応じて株式交付ポイントが付与され、当該株式

交付ポイント数に応じた当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭（以下「当社株式等」とい

う。）を交付又は給付（以下「交付等」という。）する制度である。 

・管理職向け制度の導入により、管理職は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することがで

きるため、株価を意識した業務遂行が促されるとともに、勤労意欲を高める効果が期待できる。

・管理職向け制度の導入にあたっては、株式付与ESOP（Employee Stock Ownership Plan）信託と称さ

れる仕組みを採用する。管理職向け制度の具体的な内容は以下のとおり。

 

 管理職向け制度の具体的な内容 

① 

 

制度対象者 当社及び当社の主要グループ会社の経営の中枢を担う重要ポストに就く幹部級

管理職 

② 信託の種類 特定単独運用の金銭信託以外の金銭の信託（他益信託） 

③ 信託目的 上記①の制度対象者に対するインセンティブの付与 

④ 委託者 当社 

⑤ 受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

（共同受託者：日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 

⑥ 受益者 上記①の制度対象者のうち受益者要件を満たす者 

⑦ 信託管理人 当社と利害関係のない第三者 

⑧ 信託契約日 2015年８月27日 

⑨ 信託期間 2015年８月27日～2018年８月31日 

※2018年５月８日開催の取締役会決議により、2021年８月31日まで信託期間を

延長 

⑩ 取得株式の種類 当社普通株式

⑪ 信託による株式の取得

方法

当社（自己株式処分）又は株式市場から取得

 

⑫ 信託内株式の議決権行

使方法

受託者は、受益者候補の議決権行使状況を反映した信託管理人の指図に従い、

当社株式の議決権を行使する。

 

(イ）本信託から受益者に交付する予定の株式の総数又は総額（2019年3月31日時点で信託が保有する株式数） 

        29,808株 

 

(ウ）受益者の範囲 

   上記ア．（ア）⑥のとおり。 

 

イ．役員に対する株式報酬制度 

当社は、2015年6月26日開催の第90回定時株主総会の決議を経て、当社グループ全体の中長期的な業績の

向上と企業価値の増大への貢献意欲を一層高めることを目的として、当社の監査等委員でない取締役（社

外取締役を除く）及び執行役員並びに当社の主要グループ会社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役

員（以下これらを総称して「取締役等」という。）を対象とした株式報酬制度（以下「役員向け制度」と

いう。）を導入している。また、当社の主要グループ会社の取締役を対象とするものについては、それぞ

れの株主総会において決議、承認を得ている。 

 

（ア）役員向け制度の概要 

・役員向け制度は、取締役等に対して、毎年、役位や業績等に応じた株式交付ポイントが付与され、原則

として一定の据置期間経過後に、当該株式交付ポイント数に応じた当社株式等を交付等する制度であ

る。 
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・取締役等に対して毎年の業績などに応じた当社株式等を、一定の据置期間経過後に交付等を行うことか

ら、取締役等が中長期的な視点で株主と利益意識を共有し、中長期的な視野での業績や株価を意識した

経営を動機づける内容となっている。 

・役員向け制度の導入にあたっては、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下「BIP信託」とい

う。）と称される仕組みを採用する。 

なお、以下の各制度対象者に応じて、２つのBIP信託を設定する。 

「BIP信託 Ⅰ」: 当社取締役 

「BIP信託 Ⅱ」: 当社執行役員並びに当社主要グループ会社の取締役及び執行役員 

  役員向け制度の具体的な内容は以下のとおり。 

 

役員向け制度の具体的な内容 

  BIP信託Ⅰ BIP信託Ⅱ 

① 制度対象者 当社取締役 当社執行役員並びに当社主要グループ会

社の取締役及び執行役員 

※下記⑧の信託期間中、新たに制度対象者となった者も含む。 

② 信託の種類 特定単独運用の金銭信託以外の金銭の信託（他益信託） 

③ 信託目的 上記①の各制度対象者に対するインセンティブの付与 

④ 委託者 当社 

⑤ 受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

（共同受託者：日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 

⑥ 受益者 上記①の各制度対象者のうち受益者要件を満たす者 

※一定の非違行為があった者等は受益者要件を満たさない。 

⑦ 信託管理人 当社と利害関係のない第三者 

⑧ 信託契約日 2015年８月27日 

⑧ 信託期間 2015年８月27日～2018年８月31日 

※2018年５月８日開催の取締役会決議により、2021年８月31日まで信託期間を延

長 

⑨ 当社株式の交付時期 原則として株式交付ポイントの付与から３年経過後に、当該株式交付ポイント10

ポイントあたり１株の割合で当社株式等の交付等を行う。ただし、制度対象者が

退任等によって制度対象者でなくなる場合には、当該時点で当該制度対象者が保

有する当該株式交付ポイント相当分の当社株式等の交付等を行う。 

⑩ 取得株式の種類 当社普通株式 

⑪ 信託による株式の取得

方法 

当社（自己株式処分）又は株式市場から取得 

⑫ 信託内株式の議決権行

使方法 

経営への中立性を確保するため、議決権は行使しないものとする。 

 

（イ）本信託から受益者に交付する予定の株式の総数又は総額（2019年3月31日時点で各信託が保有する株式

数） 

BIP信託Ⅰ※ 141,000株

BIP信託Ⅱ   677,000株

※2019年6月27日開催の第94回定時株主総会において、株式交付ポイントの総数の上限について、１事

業年度当たり500,000ポイントを限度としていたものを1,000,000ポイント（対応する当社株式の数に

して100,000株相当）に改定する等、内容の改定を決議した。

（ウ）受益者の範囲 

上記イ．（ア）⑥のとおり。
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２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】 会社法第155条第７号に基づく普通株式の取得

 
 
（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号に基づく取得（単元未満株式の買取請求）

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,831 16,220,310

当期間における取得自己株式 492 2,313,292

 （注）「当期間における取得自己株式」には2019年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による取得自己株式は含まれていない。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株） 処分価額の総額(円) 株式数（株） 処分価額の総額(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
￣ ￣ ￣ ￣

消却の処分を行った取得自己株式 ￣ ￣ ￣ ￣

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
￣ ￣ ￣ ￣

その他

（単元未満株式の買増請求及び新株

予約権の行使に伴う処分） 

 

55,111 

 

164,488,191 

 

9,969 

 

29,774,395 

保有自己株式数 801,903 ￣ 792,426 ￣

 （注）１．当期間における「その他（単元未満株式の買増請求及び新株予約権の行使に伴う処分）」及び「保有自己

株式数」には2019年６月１日から有価証券報告書提出日までの変動は反映していない。

２．当事業年度及び当期間における保有自己株式数には、株式付与ESOP信託、役員報酬BIP信託Ⅰ及び役員報酬

BIP信託Ⅱが所有している株式は含まれていない。 
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３【配当政策】

当社は、「2018事業計画」における目標数値として、2020年度のROEを11％、また自己資本を１兆6,500億円と定め、

その達成までの過程においては「事業成長」と「財務健全性」とのバランスを考慮しながら、連結配当性向30％を目

処に株主還元を行うことを基本方針としている。 

当社は、定款の定めにより、毎年９月30日を基準日とする中間配当金及び毎年３月31日を基準日とする期末配当金の

年２回の剰余金の配当を行っており、これらの剰余金の配当を決定する機関は、中間配当金については取締役会、期

末配当金については株主総会としている。 

当事業年度に係る剰余金の配当については、上記の方針を踏まえ、さらには当事業年度の業績や財政状態等を総合的

に勘案し、期末配当金を１株につき65円とし、2018年12月に支払った中間配当金（１株につき65円）と合わせ、１株

当たり130円としている。 

内部留保資金については、企業体質の一層の強化及び今後の事業展開のため活用していく。 

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めている。 

当事業年度に係る剰余金の配当は、次のとおりである。 

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

2018年10月31日 
21,873 65 

取締役会決議 

2019年６月27日 
21,876 65 

定時株主総会決議 

 

 

- 51 -

2019/07/01 10:08:39／18447557_三菱重工業株式会社_有価証券報告書（通常方式）



４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

ア．基本的な考え方

当社は、社会の基盤作りを担う責任ある企業として、全てのステークホルダーに配慮した経営を行うとともに、

当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、継続的なコーポレート・ガバナンスの強

化に努めることを基本方針としている。 

当社は、この基本方針の下、経営の監督と執行の分離や社外取締役の招聘による経営監督機能の強化に取り組む

など、経営システムの革新に努め、経営の健全性・透明性の向上及び多様性と調和を重視した「日本的グローバ

ル経営」の構築に取り組んでいる。 

また、当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な枠組み及び考え方を「三菱重工コーポレート・ガバナ

ンス・ガイドライン」として取り纏め、当社ウェブサイトにおいて公開している 

（https://www.mhi.com/jp/finance/management/governance/pdf/corporate_governance.pdf）。 

イ．各種施策の実施状況等 

(ア) 企業統治の体制の概要 

当社は、会社法上の機関設計として監査等委員会設置会社制度を採用している。加えて、取締役候補者の指

名、取締役の解任及びその他の幹部役員の選解任に関する事項や、取締役（監査等委員である取締役を除く）

その他の幹部役員の報酬等に関する事項について、取締役会における審議に先立ち、社外取締役の意見・助言

を得て透明性及び公正性をより一層向上させることを目的に、取締役会の諮問機関として「役員指名・報酬諮

問会議」を設けている。 

当社の取締役会は、取締役11名（うち、監査等委員である取締役が５名）で構成され、５名（うち、監査等委

員である取締役が３名）を社外から選任している。社外取締役には、業務執行部門から中立の立場で当社経営

に有益な意見や率直な指摘をいただくことにより、経営に対する監督機能の強化を図っており、社外取締役に

よる監督機能をより実効的なものとするため、後述の「社外取締役の独立性基準」を満たす社外取締役の人数

が取締役会全体の３分の１以上となるよう努めている。また、当社は定款の定め及び取締役会の決議に従い、

法令により取締役会の専決事項として定められた事項、事業計画、取締役・チーフオフィサー・役付執行役員

の選解任及び報酬、その他特に重要な個別の事業計画・投資等を除き、取締役社長に重要な業務執行の決定を

委任しており、迅速な意思決定と機動的な業務執行を可能とするとともに、取締役会の主眼を業務執行者に対

する監督に置くことを可能としている。 

 

＜取締役会の構成員＞ ※は社外取締役 

(監査等委員でない取締役) 

宮永俊一（議長）、泉澤清次、小口正範、三島正彦、篠原尚之(※)、小林健(※) 

     (監査等委員である取締役) 

     後藤敏文、加藤博樹、クリスティーナ・アメージャン(※)、鵜浦博夫(※)、平野信行(※) 

 

＜役員指名・報酬諮問会議の構成員＞ ※は社外取締役 

宮永俊一、泉澤清次（招集権者及び司会者）、篠原尚之(※)、小林健(※)、クリスティーナ・アメージャン

(※)、鵜浦博夫(※)、平野信行(※) 

 

これらに加え、当社は、チーフオフィサー制を導入している。具体的には、社長（ＣＥＯ）の下に、社長の責

任と権限の一部を委譲されたチーフオフィサーとして、ドメインＣＥＯ（各ドメイン長）のほか、ＣＳＯ、Ｃ

ＦＯ及びＣＴＯを置いている。このうち、ＣＥＯは当社の全般の業務を総理し、ドメインＣＥＯはグループ全

体戦略の下で各ドメインの事業推進を統括・執行している。また、ＣＳＯは全社経営方針の企画に関する業務

全般、ＣＦＯは財務・会計に関する業務全般、ＣＴＯは技術戦略、製品・新技術の研究・開発、ＩＣＴ、バリ

ューチェーン、マーケティング及びイノベーションに関する業務全般をそれぞれ統括・執行している。さら

に、ＣＳＯ、ＣＦＯ及びＣＴＯは、それぞれの所掌機能について全社に対する指揮・命令権を持つとともに、

ドメインに対する支援を行う体制としている。このほか、当社はＣＥＯの職務を補助する常設の担当役員とし

て、ＧＣ及びＨＲ担当役員を置いている。ＧＣは、ＣＥＯの命を受け、経営監査、総務及び法務に関する業務

全般を、ＨＲ担当役員は、ＣＥＯの命を受け、人事及び労政に関する業務全般をそれぞれ統括・執行してい

る。 

社長（ＣＥＯ）と、これらチーフオフィサー等を中心とする業務執行体制の中で、審議機関として、社長であ

る泉澤清次が司会を務める経営会議（社長、チーフオフィサー、常設担当役員等から構成）を置き、業務執行

に関する重要事項を合議制により審議することで、より適切な経営判断及び業務の執行が可能となる体制を採

っている。 
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（注）ＣＥＯ（Chief Executive Officer） 

   ＣＳＯ（Chief Strategy Officer） 

   ＣＦＯ（Chief Financial Officer） 

   ＣＴＯ（Chief Technology Officer） 

   ＧＣ（General Counsel） 

   ＨＲ（Human Resources） 

 

(イ) 内部統制システムの整備状況 

当社は法令に従い、業務の適正を確保するための体制の整備について取締役会で決議し、この決議に基づき内

部統制システムを適切に整備・運用しており、また年１回内部統制システムの整備・運用の状況を取締役会に

報告している。この取締役会決議の内容は、次のとおりである。 

１．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

監査等委員会の職務を補助し、その円滑な職務遂行を支援するため監査等委員会室を設置して専属

のスタッフを配置する。なお、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。 

２．前号の使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項 

監査等委員会室のスタッフは同室の専属として監査等委員でない取締役の指揮命令を受けず、監査

等委員会の指揮命令に従うものとし、また人事異動・考課等は監査等委員会の同意の下に行うもの

として、執行部門からの独立性と監査等委員会室のスタッフに対する監査等委員会の指示の実効性

を確保する。 

３．取締役及び使用人等が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関す

る体制 

 (1)当社の取締役等は、グループ会社に関する事項も含めて監査等委員会（又は監査等委員会が選定

する監査等委員。以下同じ。）への報告や情報伝達に関しての取り決めを実施するほか、定期的

な意見交換などを通じて適切な意思疎通を図るとともに、監査等委員会の求めに応じて報告を行

う。 

 (2)グループ会社の取締役等は、第12号に定める運営要領に従って監査等委員会への報告や情報伝達

を実施するほか、監査等委員会の求めに応じて報告を行う。 

 (3)内部通報制度の所掌部門は、内部通報により通報された内容及びコンプライアンスに関して報告

を受けた内容を監査等委員会に報告するものとする。 

４．前号の報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制 

内部通報制度により通報した者に対して、通報を理由としたいかなる不利益な取扱いも行ってはな

らない旨社規に定め、その旨を周知し適切に運用するものとする。 

５．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい

て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

監査等委員の職務の執行について生ずる費用の支弁に充てるため、毎年度、監査等委員会からの申

請に基づき一定額の予算を確保するとともに、監査等委員からその他の費用の請求があった場合に

は会社法第399条の２第４項に基づき適切に処理する。 

６．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査等委員会が行う、社内関係部門及び会計監査人等との意思疎通、情報の収集や調査に対して

は、実効的な監査の実施を確保するために留意する。 

７．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 (1)法令を遵守し社会規範や企業倫理を重視した公正・誠実な事業活動を行うことを基本理念とし、

取締役は自ら率先してその実現に努める。 

 (2)取締役会は、取締役から付議・報告される事項についての討議を尽くし、経営の健全性と効率性

の両面から監督する。また、社外役員の意見を得て監督の客観性と有効性を高める。 

８．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 (1)文書管理の基本的事項を社規に定め、取締役の職務執行に係る情報を適切に記録し、保存・管理

する。 

 (2)上記の情報は、取締役（監査等委員を含む）が取締役の職務執行を監督・監査するために必要と

認めるときは、いつでも閲覧できるものとする。 

９．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 (1)各種リスクを適切に管理するため、リスクの類型に応じた管理体制を整備し、管理責任の明確化

を図るものとする。 
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 (2)リスクを定期的に評価・分析し、必要な回避策又は低減策を講じるとともに、内部監査によりそ

の実効性と妥当性を監査し、定期的に取締役会及び監査等委員会に報告するものとする。 

 (3)重大リスクが顕在化した場合に備え、緊急時に迅速かつ的確な対応ができるよう速やかにトップ

へ情報を伝達する手段を確保し、また各事業部門に危機管理責任者を配置する。 

10．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1)取締役会で事業計画を策定して、全社的な経営方針・経営目標を設定し、社長を中心とする業務

執行体制で目標の達成に当たる。 

(2)経営目標を効率的に達成するため、組織編成、業務分掌及び指揮命令系統等を社規に定める。 

11．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1)コンプライアンス委員会をはじめとした組織体制を整備し、社員行動指針の制定や各種研修の実 

施等を通じて社員の意識徹底に努める。 

(2)内部通報制度などコンプライアンスの実効性を高めるための仕組みを整備するほか、コンプライ

アンスへの取組状況について内部監査を実施し、取締役会及び監査等委員会に報告する。 

12．企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1)グループ会社社長が経営責任を担い独立企業として自主運営を行うとともに、当社グループ全体

が健全で効率的な経営を行い連結業績向上に資するよう、当社とグループ会社間の管理責任体

制や、グループ会社から当社へ伺出又は報告すべき事項を含む運営要領を定め、グループ会社

を支援・指導する。 

(2)当社グループ全体として業務の適正を確保し、かつグループ全体における各種リスクを適切に管

理するため、コンプライアンスやリスク管理に関する諸施策はグループ会社も含めて推進し、

各社の規模や特性に応じた内部統制システムを整備させるとともに、当社の管理責任部門がそ

の状況を監査する。 

(3)当社及び当社グループ会社が各々の財務情報の適正性を確保し、信頼性のある財務報告を作成・ 

開示するために必要な組織、規則等を整備する。 

 

(ウ) 責任限定契約 

当社は、社外取締役の各氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してい

る。当該契約に基づく賠償責任限度額は、金1,000万円又は同法第425条第１項に定める最低責任限度額のい

ずれか高い額である。 

 

(エ) 現状の企業統治の体制を採用する理由 

当社では、これまで一貫してコーポレート・ガバナンスの質を高めるための様々な施策に取り組んできた

が、当社が今後グローバル市場でメガプレイヤーと伍して競争していくためには、より迅速な意思決定によ

る効率的・機動的な業務執行を行えるようにするとともに、業務執行者を監督する機能を更に強化すること

が必要となることから、社外取締役の豊富な経験や幅広い見識を活用することで取締役会の監督機能を強化

するとともに、代表取締役をはじめとする業務執行取締役への権限委譲により監督と業務執行の分離を進め

ることができる監査等委員会設置会社制度を採用している。また、当社は、取締役候補者の指名、取締役の

解任及びその他の幹部役員の選解任に関する事項や、取締役（監査等委員である取締役を除く）その他の幹

部役員の報酬等に関する事項について、取締役会における審議に先立ち、社外取締役の意見・助言を得るこ

とで透明性及び公正性をより一層向上させることを目的に、「役員指名・報酬諮問会議」を設置している。 

なお、当社コーポレート・ガバナンス体制についての模式図（内部統制システムの概要を含む。）は次のと

おりである。 
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ウ．取締役の定員 

当社は、取締役の定員を15名以内（うち、監査等委員である取締役は７名以内）とする旨、定款に定めてい

る。 

エ．取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任については、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数によって選任する旨及び選任決議は累積投票によらない

旨、定款に定めている。 

オ．自己株式の取得 

当社は、経営状況・財産状況、その他の事情に応じて、機動的に自己の株式を取得することができるようにす

るため、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議をもって、市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨、定款に定めている。 

キ．中間配当金 

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日現在の株主名簿に記

載又は記録されている最終の株主又は登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の剰余金の配当（中間配

当金）をすることができる旨、定款に定めている。 
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ク．株主総会の特別決議要件を変更した内容及びその理由 

当社は、株主総会の特別決議を適時かつ円滑に行えるようにするため、会社法第309条第２項に定める株主総

会の特別決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上の多数をもって行う旨、定款に定めている。 
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（２）【役員の状況】

ア. 役員一覧 

男性 10名 女性 1名 （役員のうち女性の比率9.1％） 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

取締役会長 宮 永 俊 一 
1948年４月

27日生 

 
1972年４月 当社入社 

2006年４月 当社執行役員、機械事業本部副事業本部長 

2006年５月 当社執行役員、機械・鉄構事業本部副事業本

部長 

2008年４月 当社常務執行役員、機械・鉄構事業本部長 

2008年６月 

 

2011年４月 

当社取締役(代表取締役)、常務執行役員、 

機械・鉄構事業本部長 

当社取締役(代表取締役)、副社長執行役員、

社長室長 

2013年４月 当社取締役社長(代表取締役) 

2014年４月 

2019年４月 

当社取締役社長(代表取締役)、ＣＥＯ 

当社取締役会長(現職) 
 

(注)２ 273 

取締役社長 

（代表取締役） 

ＣＥＯ※１ 兼 ＣＳＯ※2 

泉 澤 清 次 
1957年９月

３日生 

 
1981年４月 当社入社 

2008年４月 当社技術本部技術企画部長 

2011年４月 当社技術統括本部技術企画部長 

2013年４月 三菱自動車工業㈱常務執行役員 

2013年６月 同社取締役 

2016年４月 

2017年６月 

当社執行役員、技術戦略推進室長 

当社取締役 常勤監査等委員 

2018年６月 

 

2019年４月 

当社取締役(代表取締役)、常務執行役員、Ｃ

ＳＯ、グループ戦略推進室長 

当社取締役社長(代表取締役)、ＣＥＯ兼ＣＳ

Ｏ(現職) 
 

(注)２ 21 

取締役 

副社長執行役員 

(代表取締役) 

ＣＦＯ※3 

小 口 正 範 
1955年７月

12日生 

 
1978年４月 当社入社 

2014年４月 当社執行役員、グループ戦略推進室長 

2015年６月 当社取締役(代表取締役)、常務執行役員、 

  ＣＦＯ、グループ戦略推進室長 

2018年４月 当社取締役(代表取締役)、副社長執行役員、

ＣＦＯ、グループ戦略推進室長 

2018年６月 当社取締役(代表取締役)、副社長執行役員、

ＣＦＯ(現職) 
 

(注)２ 45 

取締役 

常務執行役員 

（代表取締役） 

ＧＣ※4 

三 島 正 彦 
1956年７月

14日生 

 
1979年４月 当社入社 

2014年４月 当社グループ戦略推進室リスクソリューショ

ン室長 

2015年４月 当社執行役員フェロー、グループ戦略推進室

リスクソリューション室長 

2016年４月 当社執行役員、グループ戦略推進室事業リス

ク総括部長 

2018年10月 当社常務執行役員、ＧＣ、グループ戦略推進

室事業リスク総括部長 

2019年１月 当社常務執行役員、ＧＣ、事業リスク総括部

長 

2019年４月 

2019年６月 

当社常務執行役員、ＧＣ 

当社取締役（代表取締役）、常務執行役員、

ＧＣ(現職) 
 

(注)２ 34 
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

取締役 篠 原 尚 之 
1953年２月

８日生 

 
1975年４月 大蔵省入省 

2006年７月 財務省国際局長 

2007年７月 同省財務官 

2009年７月 同省顧問 

2010年２月 国際通貨基金(ＩＭＦ)特別顧問 

2010年３月 同基金副専務理事(2015年２月まで) 

2015年６月 当社取締役(現職) 

2015年７月 東京大学政策ビジョン研究センター教授 

(2018年３月まで) 
 

(注)２ 9 

取締役 小 林    健 
1949年２月

14日生 

 
1971年７月 三菱商事㈱入社 

2007年６月 同社取締役 常務執行役員 

2008年６月 同社常務執行役員 

2010年４月 同社副社長執行役員 

2010年６月 同社取締役 社長 

2016年４月 同社取締役会長(現職) 

2016年６月 当社取締役(現職) 
 

(注)２ 7 

取締役 

常勤監査等委員 
後 藤 敏 文 

1957年６月

10日生 

 
1982年４月 当社入社 

 2014年４月 当社総務法務部長 

2017年６月 当社取締役 常勤監査等委員(現職) 
 

(注)４ 13 

取締役 

常勤監査等委員 
加 藤 博 樹 

1955年12月

24日生 

 
1979年４月 当社入社 

2010年４月 当社資材部長 

2014年４月 当社交通・輸送ドメイン副ドメイン長 

2015年４月 当社執行役員、機械・設備システムドメイン

副ドメイン長 

2017年４月 当社執行役員、経営・財務企画部長 

兼ドメイン財務総括部長 

2018年６月 当社取締役 常勤監査等委員(現職) 
 

(注)３ 25 

取締役 

監査等委員 

クリスティー

ナ・アメージ

ャン 

1959年３月

５日生 

 
1995年１月 コロンビア大学ビジネススクール助教授 

2001年10月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科助教授 

2004年１月 同大学大学院国際企業戦略研究科教授 

2010年４月 同大学大学院国際企業戦略研究科研究科長 

2012年４月 同大学大学院商学研究科教授 

2012年６月 当社取締役 

2015年６月 

2018年４月 

当社取締役 監査等委員(現職) 

一橋大学大学院経営管理研究科教授(現職) 
 

(注)４ 29 
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

取締役 

監査等委員 
鵜 浦 博 夫 

1949年１月

13日生 

 
1973年４月 日本電信電話公社入社 

2002年６月 日本電信電話株式会社取締役 

2007年６月 同社常務取締役 

2008年６月 同社代表取締役副社長 

2012年６月 

2018年６月 

2019年６月 

同社代表取締役社長 

同社相談役(現職) 

当社取締役 監査等委員(現職) 
 

(注)４ 20 

取締役 

監査等委員 
平 野 信 行 

1951年10月

23日生 

 
1974年４月 株式会社三菱銀行入行 

2005年６月 株式会社東京三菱銀行常務取締役 

  株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ 

  取締役 

2008年10月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行専務取締役 

2009年６月 同行副頭取 

  株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 

グループ常務執行役員 

2010年６月 同社取締役 

2010年10月 

2012年４月 

同社取締役副社長 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行頭取 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 

グループ取締役 

2013年４月 同社取締役社長 

2015年６月 同社取締役 代表執行役社長 

2016年４月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行取締役会長 

2019年４月 

 

 
2019年６月 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 

グループ取締役執行役会長(現職) 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行取締役(現職) 

当社取締役 監査等委員(現職) 
 

(注)４ － 

計 476 

 ※１ ＣＥＯ（Chief Executive Officer） 

 ※２ ＣＳＯ（Chief Strategy Officer） 

 ※３ ＣＦＯ（Chief Financial Officer） 

 ※４ ＧＣ（General Counsel） 

 

 （注）１．取締役 篠原尚之及び小林健の各氏並びに取締役 監査等委員 クリスティーナ・アメージャン、鵜浦博夫及

び平野信行の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

２．任期は、2019年６月27日開催の定時株主総会における選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までである。 

３．任期は、2018年６月21日開催の定時株主総会における選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までである。 

４．任期は、2019年６月27日開催の定時株主総会における選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までである。 

５．当社は、執行役員制を導入している。 
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 （ご参考）2019年６月27日現在の執行役員の陣容は次のとおりである。 

地位 氏名 担当業務 

＊社長 泉澤 清次 ＣＥＯ※１ 兼 ＣＳＯ※2 

 副社長執行役員 名山 理介 ＣＴＯ※3 

＊副社長執行役員 小口 正範 ＣＦＯ※4 

  常務執行役員 栁井 秀朗 ＨＲ担当役員※5 

 ＊常務執行役員 三島 正彦 ＧＣ※6 

  常務執行役員 丹羽 高興 Mitsubishi Heavy Industries America, Inc.社長 

  常務執行役員 廣瀬 圭介 民間機セグメント長 兼 名古屋航空宇宙システム製作所長 

  常務執行役員 白岩 良浩 社長特命事項担当 

  常務執行役員 細見 健太郎 ドメインＣＥＯ、パワードメイン長 兼 トルコ原子力ＩＰＰ推進室長 

 常務執行役員 楠本  馨 三菱重工サーマルシステムズ㈱取締役社長 

 常務執行役員 石塚 隆志 ドメインＣＥＯ、インダストリー＆社会基盤ドメイン長 

常務執行役員 花沢 芳之 
アジア・パシフィック総代表 兼 インド総代表 兼 Mitsubishi Heavy Industries 

Asia Pacific Pte. Ltd.社長 

上席シニアフェロー 福泉 靖史 パワードメイン副ドメイン長 

執行役員 藤原 久幸 インダストリー＆社会基盤ドメイン副ドメイン長 

執行役員 大倉 浩治 三菱造船㈱取締役社長 

執行役員 中山 喜雄 インダストリー＆社会基盤ドメイン技師長 

執行役員 青木  馨 
中国総代表 兼 Mitsubishi Heavy Industries（China）Co.,Ltd.（三菱重工業(中国)

有限公司）総経理 

執行役員 阿部 直彦 防衛・宇宙セグメント長 

執行役員 志岐  彰 Mitsubishi Heavy Industries America, Inc.副社長 

執行役員 東  光邦 パワードメイン原子力事業部関西支社長 

執行役員 高橋 宏明 バリューチェーン本部長 

執行役員 寺沢 賢二 三菱重工エンジニアリング㈱取締役常務執行役員 

執行役員 加藤 顕彦 パワードメイン原子力事業部長 

執行役員 加口  仁 ＣｏＣＳＯ、マーケティング＆イノベーション本部長 

執行役員 北村  徹 三菱造船㈱取締役常務執行役員 

執行役員 藤沢 昌之 パワードメイン副ドメイン長 兼 経営管理総括部長 

執行役員 内田 澄生 総合研究所長 

執行役員 伊藤 栄作 ＣｏＣＴＯ、技術戦略推進室長 兼 ＩＣＴソリューション本部長 

執行役員 神田  誠 欧州・中東・アフリカ総代表 兼 Mitsubishi Heavy Industries France S.A.S.社長 

執行役員 平野 祐二 民間機セグメント民間機事業部長 

執行役員 楠  正顕 
インダストリー＆社会基盤ドメイン副ドメイン長 兼 三菱重工エンジニアリング㈱常

務執行役員 

執行役員 中川 浩一 パワードメインパワー＆エネルギーソリューションビジネス総括部 総括部長 

執行役員 末松 正之 グループ戦略推進室長 兼 戦略企画部長 

シニアフェロー 守田 和裕 三菱重工エンジニアリング㈱取締役常務執行役員 

シニアフェロー 久野 哲郎 Mitsubishi Heavy Industries America, Inc.副社長 

シニアフェロー 種子田 裕司 民間機セグメント副セグメント長 

シニアフェロー 徳永 節男 総合研究所技師長 兼 グローバルリサーチ＆イノベーションセンター長 

シニアフェロー 長野  肇 三菱重工エンジニアリング㈱常務執行役員 

シニアフェロー 浜田  充 防衛・宇宙セグメント技師長 兼 バリューチェーン本部技師長 

シニアフェロー 櫻井 啓司 防衛・宇宙セグメント技師長 
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地位 氏名 担当業務 

シニアフェロー 荻野 貴美子 総合研究所ＭＲＪ構造担当 及び ＨＲ女性キャリア（技術系）開発担当 

シニアフェロー 武田 公温 三菱重工サーマルシステムズ㈱取締役副社長 

シニアフェロー 大和矢 秀成 パワードメイン原子力事業部調査役（日本原子力研究開発機構に派遣） 

シニアフェロー 渥美 正博 防衛・宇宙セグメント宇宙事業部長 

シニアフェロー 荒川 浩 インダストリー＆社会基盤ドメイン技師長 兼 防衛・宇宙セグメント技師長 

シニアフェロー 北川 元洋 防衛・宇宙セグメント艦艇・特殊機械事業部長 

シニアフェロー 古屋 孝明 マーケティング＆イノベーション本部副本部長 

シニアフェロー 渡部 正治 パワードメイン技師長 

シニアフェロー 牧野 武朗 総合研究所副所長 兼 長崎造船所長 

シニアフェロー 椎葉 邦男 三菱重工海洋鉄構㈱取締役社長 

シニアフェロー 髙口 宙之 ＭＲＪ事業部長 

 

 ※１ ＣＥＯ（Chief Executive Officer）

 ※２ ＣＳＯ（Chief Strategy Officer）

 ※３ ＣＴＯ（Chief Technology Officer）

 ※４ ＣＦＯ（Chief Financial Officer）

 ※５ ＨＲ担当役員（Human Resources担当役員）

 ※６ ＧＣ（General Counsel）

 

（注）＊印の各氏は、取締役を兼務している。
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イ. 社外役員の状況 

当社は、社内の視点に偏らない客観的な立場から経営者や行政官、あるいは学識者としての豊富な経験や幅広い見識に基

づき、当社経営に対する助言と監督をいただくため、取締役11名のうち５名（うち、監査等委員である取締役が３名）を

社外から選任している。 

これらの社外取締役については、当社が定める「社外取締役の独立性基準」（以下に記載）を満たしていることから、全

員が当社経営陣からの独立性を有していると判断し、株式会社東京証券取引所その他の国内金融商品取引所に独立役員と

して届け出ている。 

＜社外取締役の独立性基準＞ 

当社は、株式会社東京証券取引所をはじめとした国内金融商品取引所が定める独立性基準に加え、以下

の各要件のいずれかに該当する者は、独立性を有しないものと判断する。 

1．現在において、次の①～⑧のいずれかに該当する者 

① 当社の主要な株主（議決権所有割合10%以上の株主）又はその業務執行者 

② 当社の取引先で、直近事業年度における当社との取引額が当社の年間連結総売上高の2%を超える取

引先又はその業務執行者 

③ 当社を取引先とする者で、直近事業年度における当社との取引額がその者の年間連結総売上高の2%

を超える者又はその業務執行者 

④ 当社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機関その他の大

口債権者又はその業務執行者 

⑤ 当社の会計監査人である公認会計士又は監査法人の社員、パートナー若しくは従業員（ただし、補

助的スタッフは除く） 

⑥ 当社から、直近事業年度において1,000万円又は当該組織の平均年間総費用の30%のいずれか大きい

額を超える寄附又は助成を受けている組織の業務執行者 

⑦ 弁護士、公認会計士又は税理士その他のコンサルタントであって、役員報酬以外に、当社から過去3

事業年度の平均で、1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ている者 

⑧ 法律事務所、監査法人、税理士法人又はコンサルティング・ファームその他の専門的アドバイザリ

ー・ファームであって、過去3事業年度の平均で、その年間連結総売上高の2%以上の支払いを当社か

ら受けた先に所属する者（ただし、補助的スタッフは除く） 

 2．過去３年間のいずれかの時点において、上記①～⑥のいずれかに該当していた者 

なお、社外取締役の各氏、又は各氏が役員若しくは使用人である会社等と当社との間には、以下に記載の関係が存

在するが、いずれも社外取締役としての各氏の独立性に何ら影響を与えるものではないと判断している。 

a.篠原尚之氏 

当社は、篠原尚之氏が過去において教授を務めていた国立大学法人東京大学との間で、技術試験の受託等の取引

関係や寄附講座の開設等の寄附関係があるが、当該取引及び寄附金額は、いずれも「社外取締役の独立性基準」

に規定する金額基準を超えるものではない。 

b.小林健氏 

当社は、小林健氏が取締役会長を務め、過去において業務執行者であった三菱商事株式会社（以下「三菱商事」

という）とは、社外役員の相互就任の関係にある。即ち、小林健氏が当社の社外取締役を務める一方、当社の取

締役会長である宮永俊一氏が、三菱商事の社外取締役を務めている。 

当社と三菱商事との間には、機器・部品の販売や原材料の購入等の取引関係があるが、当該取引金額は、「社外

取締役の独立性基準」に規定する金額基準を超えるものではない。 

c.クリスティーナ・アメージャン氏（監査等委員である社外取締役） 

当社との間に特筆すべき関係はない。 

d.鵜浦博夫氏（監査等委員である社外取締役） 

当社との間に特筆すべき関係はない。 

e.平野信行氏（監査等委員である社外取締役） 

平野信行氏が取締役を務め、過去において業務執行者であった株式会社三菱UFJ銀行は当社の取引銀行である

が、複数ある主な借入先の一つであり、「社外取締役の独立性基準」に抵触する借入先には当たらないと判断し

ている。なお、2018年度末時点における当社の連結借入金残高に占める同行からの借入の割合は約39％である。 
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ウ. 社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係 

当社の社外取締役はいずれも当社経営陣から独立した立場で、経営の監督又は監査を行っている。また、取締役会に

おいてコンプライアンスやリスク管理等を含む内部統制システムの整備・運用状況及び内部監査結果の報告を受け、

適宜意見を述べている。また、社外取締役が過半数を占める監査等委員会は、内部監査部門及び会計監査人と連携を

取って監査を行っている。加えて、監査等委員でない社外取締役は、監査の状況等について監査等委員会から情報共

有を受けている。これらにより、当社は経営の健全性・適正性の確保に努めている。 
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（３）【監査の状況】

ア．監査等委員会による監査の状況 

当社における監査等委員会による監査は、取締役の職務の執行、事業報告等の適正性、会計監査人の監査の相

当性、内部統制システムの実効性等を監視及び検証し、その結果を監査報告として株主に提供することを目的

とする。 

監査等委員会は取締役５名で構成されており、このうち過半数の３名が社外取締役である。当社は監査等委員

会の活動の実効性確保のために定款において常勤の監査等委員を選定する旨を定めており、当該規定に従って

監査等委員の互選により常勤の監査等委員を２名選定している。また、常勤の監査等委員のうち１名は、経

理・財務部門における業務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する者を選任している。 

なお、監査等委員会の職務をサポートするため、監査等委員会室を設けて専属スタッフ（６名）を配置し、監

査等委員会の円滑な職務遂行を支援している。 

常勤の監査等委員は経営会議や事業計画会議等の重要会議に出席し、経営執行状況の適時的確な把握と監視に

努めるとともに、遵法状況の点検・確認、財務報告に係る内部統制を含めた内部統制システムの整備・運用の

状況等の監視・検証を通じて、取締役の職務執行が法令・定款に適合し、会社業務が適正に遂行されているか

などを監査している。 

また、事業年度を通じた取締役の職務の執行の監視・検証により、監査等委員会は当該事業年度に係る計算関

係書類が会社の財産及び損益の状況を適正に表示しているかどうかに関する会計監査人の監査の方法及び結果

の相当性について監査意見を形成している。 

これらのほか、監査等委員会は、監査等委員でない取締役の選任等及び報酬等について、「役員指名・報酬諮

問会議」に監査等委員である社外取締役３名全員が出席して意見を述べ、また常勤の監査等委員が当社取締役

会及び取締役に係る基本的な枠組み・考え方や候補者選定の方針のほか、報酬体系の考え方、具体的な報酬額

の算定方法等を確認し、監査等委員会において報告、協議した結果、監査等委員会として、そのいずれについ

ても会社法の規定に基づき株主総会で陳述すべき特段の事項はないとの結論に至った旨の意見を、2019年６月

27日開催の定時株主総会において表明している。 

また、監査等委員会は、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (３) 監査の状況 

イ．内部監査の状況 (イ) 内部監査、監査等委員会による監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と

内部統制部門との関係」、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (３) 監査の状況 

ウ．会計監査の状況 (オ) 監査法人の選定方針と理由」、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナ

ンスの状況等 (３) 監査の状況 ウ．会計監査の状況 (キ) 監査等委員会による会計監査人の評価」及び「第

４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (３) 監査の状況 エ．監査報酬の内容等 (オ) 会

計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由」に記載の活動を行っている。

 

イ．内部監査の状況 

(ア) 内部監査の組織、人員及び手続 

当社は、ＧＣの傘下に経営監査部（46名）を設置し、内部統制システムが有効に機能しているかどうかを、

内部監査及び財務報告に係る内部統制の評価により確認している。 

内部監査については、経営監査部が各年度の監査を実施しているほか、事業会社及び海外地域統括会社の内

部監査部門がそれぞれ自社及び所管するグループ会社の監査を実施し、経営監査部へ報告している。 

財務報告に係る内部統制報告制度についても、金融商品取引法に則り適切な対応を図っており、2018年度末

日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であるとの評価結果を得た。 

(イ) 内部監査、監査等委員会による監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係 

監査等委員会は、経営監査部及び会計監査人と定期的に情報・意見の交換を行うとともに、監査結果の報告

を受け、会計監査人の監査に立会うなどして緊密な連携を図っている。また、監査等委員会はコンプライア

ンスやリスク管理活動の状況等について内部統制部門あるいは関連部門から定期的又は個別に報告を受けて

いる。 

 

ウ．会計監査の状況 

(ア) 監査法人の名称 

有限責任あずさ監査法人 

 

(イ) 継続監査期間 

２年間 

 

(ウ) 業務を執行した公認会計士 

指定有限責任社員 業務執行社員 金井 沢治 

指定有限責任社員 業務執行社員 田中 賢二 
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指定有限責任社員 業務執行社員 丸田 健太郎 

 

(エ) 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士45名、会計士試験合格者18名、その他21名である。 

 

(オ) 監査法人の選定方針と理由

 

a. 選定方針及び理由

当社グループの会計監査人には、事業の多様性や国際性に対応できる監査能力と専門性が必要となること

から、「日本の４大監査法人＊１のいずれかであり、かつ世界の４大会計事務所＊２のいずれかと提携して

いること」との条件を満たす、現任を含む複数の監査法人に対し、監査法人の基本理念及び行動基準、人

材育成方針、監査体制、監査計画等を記載事項とする提案依頼書を出状し、入手した提案書の説明を受

け、必要に応じ質問した上で比較評価を行った。この結果、有限責任あずさ監査法人は、会計監査人に必

要な専門性、独立性及び適正性を具備し、当社グループのグローバルな事業活動を一元的に監査する体

制・仕組みを有していること、かつ、新たな視点による監査を実施できるメリットがあると判断し、有限

責任あずさ監査法人を会計監査人として選定した。 

＊１ EY新日本有限責任監査法人、有限責任監査法人トーマツ、有限責任あずさ監査法人、PwCあらた有限責任 

監査法人 

＊２ Ernst & Young、Deloitte Touche Tohmatsu、KPMG、PricewaterhouseCoopers 

 

b. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

会社法第340条第１項各号に定める事由に該当することなどにより計算関係書類の監査に重大な支障が生

じることが合理的に予想されるときは、監査等委員会は、全員の同意をもって会計監査人を解任し、会計

監査人の職務遂行体制、監査能力、専門性等が当社にとって不十分であると判断したとき、又は監査法人

を交代することにより当社にとってより適切な監査体制の整備が可能であると判断したときは、会計監査

人の不再任に関する議案の内容を決定し、当社はこれを株主総会に提出することとしている。 

 
(カ) 監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動している。 

2016年度連結会計年度の連結財務諸表及び2016年度事業年度の財務諸表 新日本有限責任監査法人 

2017年度連結会計年度の連結財務諸表及び2017年度事業年度の財務諸表 有限責任あずさ監査法人 

 

臨時報告書に記載した事項は次のとおりである。 

a. 異動に係る監査公認会計士等の名称 

① 選任する監査公認会計士等の名称 

有限責任あずさ監査法人 

② 退任する監査公認会計士等の名称 

新日本有限責任監査法人 

 

b. 異動の年月日 

2017年６月22日（第92回定時株主総会開催日） 

 

c. 退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日 

2016年６月23日 

 

d. 退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項 

該当事項なし 

 

e. 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯 

当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、2017年６月22日開催の第92回定時株主総会終結の

時をもって任期満了となった。 

当社の監査等委員会は、当社の会計監査人評価選任基準に照らし、複数の監査法人を比較、慎重に検討

した。この結果、有限責任あずさ監査法人は、会計監査人に必要な専門性、独立性及び適切性を具備

し、当社グループのグローバルな事業活動を一元的に監査する体制・仕組みを有していること、かつ、

新たな視点による監査を実施できるメリットがあると判断し、有限責任あずさ監査法人を会計監査人と

して選任する議案の内容を決定したものである。 
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f. 上記e.の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の意見 

特段の意見はない旨の回答を得ている。 

 

(キ) 監査等委員会による会計監査人の評価 

監査等委員会は、年間を通じた会計監査人との連携、会計監査への立会、監査法人に対する外部監査結果の

聴取等を通じて、以下の事項について会計監査人を評価している。 

・職務の遂行が適正に行われるための体制の確保（会社計算規則第131条各号に掲げる事項） 

・独立性 

・監査の相当性 

・事業の多様性や国際性に対応できる監査能力及び専門性 

・監査報酬の妥当性 

また、監査を通じて会計監査人に接する機会が多い財務部門等に対し、会計監査人の能力や専門性に対する

評価等についての見解を照会し、妥当と認めた箇所については評価に加えている。 

上記のそれぞれの評価を踏まえ、有限責任あずさ監査法人は「職務の遂行が適正に行われることを確保する

ための体制」を整備しており、「独立性」、「監査の相当性」、及び「監査能力及び専門性」等について問

題がないと総合的に判断し、監査等委員会において再任を決議した。 

 

エ．監査報酬の内容等 

(ア) 監査公認会計士等に対する報酬

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社 271 124 320 133 

連結子会社 182 69 298 32 

計 454 193 618 165 

当社における非監査業務の内容は、国際財務報告基準の適用検討に係る助言業務その他の業務である。 

また、連結子会社における非監査業務の内容は、新事業推進・設立時予備調査等その他の業務である。 

なお、監査証明業務に基づく報酬については、上記以外に前連結会計年度に係る追加報酬の額が29百万円あ

る。 

 

(イ) 監査公認会計士等と同一のネットワーク（KPMG）に属する組織に対する報酬（(ア)を除く） 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 - - - -

連結子会社 277 2 448 116

計 277 2 448 116

連結子会社における非監査業務の内容は、移転価格に係る助言業務その他の業務である。 
 

(ウ) その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

 

(前連結会計年度）
 
当社の連結子会社である三菱ロジスネクスト㈱、Primetals Technologies, Ltd.、Mitsubishi Caterpillar 

Forklift America Inc.は、有限責任監査法人トーマツ、BDO LLP、Deloitte & Touche LLP等に対して、監査

証明業務に基づく報酬を支払っている。
 

(当連結会計年度）
 
当社の連結子会社である三菱ロジスネクスト㈱、Primetals Technologies, Ltd.、Mitsubishi Caterpillar 

Forklift America Inc.は、有限責任監査法人トーマツ、BDO LLP、Deloitte & Touche LLP等に対して、監査

証明業務に基づく報酬を支払っている。
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(エ) 監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬については、その決定方針に関しての特段の規程は定めていない

が、監査計画に基づき監査期間及び監査単価の妥当性を検証し、監査等委員会の同意を得て決定している。

 

(オ) 会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由

監査等委員会は、会計監査人の報酬の前提となっている監査計画の方針・内容、見積りの算出根拠等を確認

し、当該内容について社内関係部署から必要な報告を受け、検証した結果、当社の会計監査を実施する上で

いずれも妥当なものであると判断したため、会計監査人の報酬等について同意した。
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（４）【役員の報酬等】

ア．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針及びその決定方法 

（ア）監査等委員でない取締役

①報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針 

a．監査等委員でない取締役（社外取締役を除く） 

（a）構成と支給割合等 

・監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）の報酬は、基本報酬に加え、業績の反映及び株主との

利益共有という観点から、業績連動型報酬及び株式報酬で構成する。 

・2019年６月27日開催の第94回定時株主総会で決議された株式報酬制度改定後、支給割合は、社長で概

ね基本報酬３割、業績連動型報酬４割及び株式報酬３割を目安（税引前利益2,000億円達成の場合。

2018年度中に付与した株式交付ポイントの公正価値で算出）とし、上位役位ほど業績連動性の高い

体系とする。 

また、税引前利益2,000億円を超えてからは、中長期のインセンティブとしての株式報酬を拡大し、

自社株保有の促進により株主との利益共有を一層高めるとともに、業績連動型報酬の伸びを徐々に

抑制し、税引前利益4,000億円を超えてからはこれを据え置く。

（b）報酬水準の目安

・報酬の水準については、他社状況等も勘案した適切なものとする。2019年度以降、年間の報酬水準の

目安（社長を1.0とした場合の指数）は役位別に以下のとおりである。 

会長 0.9 

社長 1.0 

副社長執行役員 0.6 

常務執行役員 0.4 

（注）税引前利益2,000億円達成の場合。2018年度中に付与した株式交付ポイントの公正価値で算出。 

（c）業績連動型報酬及び株式報酬に係る指標 

・金融収支を含む事業活動の成果を業績連動型報酬及び株式報酬に反映させるため、業績連動型報酬及

び株式報酬の決定において基礎となる指標は、税引前利益とする（ただし、会計基準変更の影響等

を評価して、報酬算定上、一部補正することがある。（以下同様））。 

・2018年度の税引前利益の目標（期首見通し）は1,700億円、実績は1,826億円である。 

（d）種類別の報酬の額等の決定方法 

基本報酬 

各取締役の役位及び職務の内容を勘案して、下記の算式を基礎に決定する。 

役位別基準額＋職務加算額 

（注）1．役位別基準額は、役位及び職務内容等に応じて決定する。 

2．職務加算額は、最高50万円/月の範囲で決定する。 

業績連動型報酬 

当年度の連結業績を踏まえ、各取締役の役位及び担当事業の業績・成果等も

勘案して、下記の算式を基礎に決定する。 

役位別支給係数×当年度税引前利益／10,000×業績係数 

（注）1．業績連動型報酬は、当年度の税引前利益が黒字であり、かつ剰余金

の配当を行う場合に支給する。 

2．役位別支給係数は、役位及び職務内容等に応じて決定する。 

3．業績係数は、担当事業の業績・成果等を評価し、1.3から0.7の範囲

で決定する。 

株式報酬 

役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託の仕組みを活用し、各取締役の

役位及び当社の業績等に応じて、下記の算式を基礎に算定・付与された株式

交付ポイントに基づき、原則として当該株式交付ポイント付与から３年経過

後、当社株式及び金銭を交付又は支給する。 

役位別基準ポイント×業績係数 

（注）1．役位別基準ポイントは、役位及び職務内容等に応じて決定する。 

2．業績係数は、前年度の税引前利益を基礎に決定する。 

3．当社取締役として著しく不都合な行為があった場合等には、株式交

付ポイントの付与及び株式交付等の見合わせ又は交付済相当額の支

払請求を行うことがある。 
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b．社外取締役 

社外取締役には、社外の立場から客観的なご意見やご指摘をいただくことを期待しており、その立場に

鑑み、基本報酬（相応な固定報酬）のみを支給する。 

 

②報酬等の額又はその算定方法の決定に関する決定プロセス等 

a．決定プロセス 

・監査等委員でない取締役の報酬等の決定に関する透明性及び公正性をより一層向上させることを目的と

して、社外取締役（５名）、取締役会長及び社長により構成される「役員指名・報酬諮問会議」（2019

年度から取締役会の諮問機関）を開催することとしている。役員指名・報酬諮問会議では、取締役の報

酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針等につき審議を行い、取締役会で議事概要の報告が行わ

れた後、上記方針等を決定することとしている。 

・上記決定に基づき、株主総会で承認された報酬等の上限の範囲内で、社長が具体的な配分（算式の詳

細、各取締役に適用する基本報酬における職務加算額及び業績連動型報酬における業績係数等）を決定

し、配分結果については取締役会で報告することとしている。 

b．当事業年度における活動内容 

・2017年度の報酬配分実績及び2018年度の方針等につき、2018年７月開催の役員指名・報酬諮問会議にお

いて報告・審議を行ったうえで、2018年８月開催の取締役会において報告・決定を行った。 

・2019年度以降の方針（2019年６月27日開催の第94回定時株主総会で提案した株式報酬の拡充を含む）等

につき、2019年２月開催の役員指名・報酬諮問会議において審議を行ったうえで、2019年３月開催の取

締役会において決定を行った。 

 

（イ）監査等委員である取締役 

監査等委員である取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、監査等委員である取締役

の協議により定めている。 

監査等委員である取締役の報酬は基本報酬のみとし、その役割・職務の内容等を勘案し、常勤及び非常勤

を区分の上、相応な固定報酬とする。ただし、常勤の監査等委員については、当社の経営状況その他を勘

案して、これを減額することがある。 

 

イ．総額の実績等 

（ア）役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

役員区分 
報酬等の総額 
（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人） 基本報酬 

業績連動型 
報酬 

株式報酬 

監査等委員でない取締役 

（社外取締役を除く） 
510 230 187 93 5 

監査等委員である取締役 

（社外取締役を除く） 
130 130 - - 3 

社外取締役 85 85 - - 5 

（注）１．表の人員には、当事業年度中に退任した監査等委員でない取締役１名及び当事業年度中に辞任した

監査等委員である取締役１名を含む。ただし、株式報酬の総額には、当該退任した監査等委員でな

い取締役１名の分は含まれていない。 

   ２．監査等委員でない取締役（社外取締役を含む）に対する一事業年度当たりの金銭報酬支給限度額は

1,200百万円である（2015年６月26日第90回定時株主総会決議）。なお、当該定時株主総会決議当

時の対象となる監査等委員でない取締役の員数は９名（うち社外取締役は２名）である。

   ３．表の株式報酬の総額は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託に関して、当事業年度中に総

数254,000ポイント（対応する当社株式数にして25,400株相当）を付与した株式交付ポイントに係

る費用計上額である。また、監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）に対して一事業年度当

たりに付与する株式交付ポイントの総数の上限は、1,000,000ポイントである（2019年６月27日第

94回定時株主総会決議）。なお、当該定時株主総会決議当時の対象となる監査等委員でない取締役

（社外取締役を除く）の員数は４名である。

   ４．監査等委員である取締役（社外取締役含む）に対する一事業年度当たりの金銭報酬支給限度額は

300百万円である（2015年６月26日第90回定時株主総会決議）。なお、当該定時株主総会決議当時

の対象となる監査等委員である取締役の員数は５名（うち社外取締役は３名）である。 
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(イ)連結報酬等の総額が１億円以上である取締役の連結報酬等の総額等（2018年度） 

氏名 役員区分 会社区分
連結報酬等の総額

（百万円）

連結報酬等の種類別の額（百万円）

基本報酬
業績連動型

報酬
株式報酬 

 大 宮 英 明  取締役  提出会社 154 68 57 29

 宮 永 俊 一  取締役  提出会社 154 68 57 29

 小 口 正 範  取締役  提出会社 111 51 40 20

 

＜参考＞連結報酬等の総額が１億円以上である取締役でない執行役員の連結報酬等の総額等（2018年度） 

氏名 役員区分 会社区分
連結報酬等の総額

（百万円）

連結報酬等の種類別の額（百万円）

基本報酬
業績連動型

報酬
株式報酬 

 名 山 理 介
 副社長

 執行役員
 提出会社 112 52 40 20

 安 藤 健 司
 副社長

 執行役員
 提出会社 114 53 40 21

 木 村 和 明
 副社長
 執行役員

 提出会社 109 53 36 20

 

（注）表の株式報酬の額は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託に関して、当事業年度中に付与した株

式交付ポイントに係る費用計上額である。
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（５）【株式の保有状況】

ア.純投資目的の投資株式とそれ以外の目的の投資株式(政策保有株式）の区分の基準や考え方 

純投資目的の投資株式   ：当社の事業戦略と関連なく、資産運用目的で株式価値の変動または配当収入で

利益を得ることを狙って保有する株式をいう。 

当社はこれを保有しない。 

それ以外の目的の投資株式：当社の事業戦略や営業・資材等取引関係の維持・強化を目的として政策的に

保有する株式をいう。 

当社は、グローバル市場での事業活動を通じた企業価値向上の実現に資すると

判断した場合にこれを保有する。 

 

イ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

（ア）保有方針、保有の合理性を検証する方法 

・当社は、グローバル市場での事業活動を通じて当社の長期安定的な企業価値向上を実現するために必

要と判断する他社の株式を政策的に保有するが、その総数については、資本効率向上等の観点から、

縮減していくことを基本方針とする。 

・当社は毎年、保有する全ての株式について個別銘柄毎にその保有目的や意義を確認のうえ、投資先と

の取引、配当金等で得られる便益の合計と資本コストとの比較検証を行い、保有の合理性を検証す

る。 

・当社は、保有の合理性が認められないと判断した株式を、市場環境・株価動向等を総合的に考慮のう

え、適宜適切に処分するとともに、保有の合理性が確認された株式も、市場環境や当社の事業・財務

戦略等を考慮のうえ、総数縮減のため処分することがある。 

 

（イ） 個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等の検証の内容 

当社は、2018年11月開催の取締役会において、保有する全ての株式の検証を上記（ア）に記載の方法で

実施し、個別要因により株式保有によって得られる便益が資本コストを下回った銘柄も複数あったが、

それらは遠くない将来改善が見込めると判断し、保有する全ての銘柄について保有の合理性があること

を確認した。また、保有の合理性が確認された株式についても、総数削減の基本方針に則り、市場環境

や当社の事業・財務戦略等を考慮しつつ、縮減を進めていく方針を確認した。

 

（ウ） 銘柄数及び貸借対照表計上額 

 
銘柄数 

（銘柄） 
貸借対照表計上額の 
合計額（百万円） 

非上場株式 144 43,198 

非上場株式以外の株式 60 278,832 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数 

（銘柄） 
株式数の増加に係る取得 
価額の合計額（百万円） 

株式数の増加の理由 

非上場株式 - - - 

非上場株式以外の株式 1 55 
当社の企業価値向上に資すると判断したため追

加取得 

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数 

（銘柄） 
株式数の減少に係る売却 
価額の合計額（百万円） 

非上場株式 6 5,103 

非上場株式以外の株式 2 18,141 
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（エ） 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報 

特定投資株式

銘柄 

当事業年度 前事業年度 

保有目的、定量的な保有効果 
及び株式数が増加した理由 

当社の株式の 
保有の有無 

株式数（千株） 株式数（千株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

三菱商事㈱ 
16,643 16,643 輸出プラント等の取引を行っており、同

社との良好な関係の維持・強化を図るた

め、政策的に継続保有している。 

有 
51,161 47,633 

東海旅客鉄道㈱ 

1,482 1,482 
鉄道車両用ブレーキ装置等の取引を行っ

ており、同社との良好な関係の維持・強

化を図るため、政策的に継続保有してい

る。 

有 

 
38,112 29,840 

東京海上ホールディ

ングス㈱ 

5,066 8,444 
東京海上日動火災保険㈱との間で工場建

屋・設備・事業等に係る損害保険等の取

引を行っており、同社との良好な関係の

維持・強化を図るため、政策的に継続保

有している。 

無（注）４ 

27,167 39,984 

キリンホールディン

グス㈱ 

6,476 6,476 発電設備、保守等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

有 

 17,114 18,344 

三菱自動車工業㈱ 

21,572 21,572 
車載用エアコンやターボチャージャ等の

取引を行っており、同社との良好な関係

の維持・強化を図るため、政策的に継続

保有している。 

無 

12,684 16,416 

三菱電機㈱ 

7,521 7,521 
発電プラント向け発電機等の電気機器の

購入等の取引を行っており、同社との良

好な関係の維持・強化を図るため、政策

的に継続保有している。 

有 

 
10,700 12,798 

スズキ㈱ 

2,037 2,037 
車載用エアコンやターボチャージャ等の

取引を行っており、同社との良好な関係

の維持・強化を図るため、政策的に継続

保有している。 

有 

9,980 11,675 

関西電力㈱ 
5,995 5,995 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

無 
9,784 8,195 

AGC㈱ 
2,045 2,045 精密工作機械等の取引を行っており、同

社との良好な関係の維持・強化を図るた

め、政策的に継続保有している。 

有 
7,936 9,010 

三菱地所㈱ 
3,852 3,852 建物の賃貸借等の取引を行っており、同

社との良好な関係の維持・強化を図るた

め、政策的に継続保有している。 

有 
7,725 6,928 

㈱ニコン 
4,827 4,827 光学機器の購入等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

有 
7,536 9,153 

東日本旅客鉄道㈱ 

645 645 
鉄道車両用ブレーキ装置や発電設備等の

取引を行っており、同社との良好な関係

の維持・強化を図るため、政策的に継続

保有している。 

有 

6,888 6,360 
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銘柄 

当事業年度 前事業年度 

保有目的、定量的な保有効果 
及び株式数が増加した理由 

当社の株式の 
保有の有無 

株式数（千株） 株式数（千株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

日本郵船㈱ 

4,103 4,103 
LNG・LPG運搬船、貨客船等の船舶、補修

等の取引を行っており、同社との良好な

関係の維持・強化を図るため、政策的に

継続保有している。 

有 

6,656 8,815 

東レ㈱ 

8,141 8,141 
航空機用炭素繊維複合材の購入等の取引

を行っており、同社との良好な関係の維

持・強化を図るため、政策的に継続保有

している。 

有 

5,754 8,193 

東京電力ホールディ

ングス㈱ 

8,098 8,098 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

無 
5,668 3,320 

三菱マテリアル㈱ 
1,900 1,900 発電設備、保守等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

有 
5,551 6,080 

九州電力㈱ 
3,975 3,975 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

無 
5,195 5,040 

ジェイ エフ イー 

ホールディングス㈱ 

2,107 2,107 
造船用・発電プラント用鋼板の購入等の

取引を行っており、同社との良好な関係

の維持・強化を図るため、政策的に継続

保有している。 

無（注）４ 

3,958 4,516 

三菱瓦斯化学㈱ 
2,206 2,206 発電設備、保守等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

有 

 3,484 5,624 

㈱三菱総合研究所 

975 975 
解析業務やコンサルティング業務を委託

する等の取引を行っており、同社との良

好な関係の維持・強化を図るため、政策

的に継続保有している。 

有 

3,261 3,271 

中部電力㈱ 
1,724 1,724 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

無 
2,980 2,591 

三菱倉庫㈱ 
764 764 物流機器等の取引を行っており、同社と

の良好な関係の維持・強化を図るため、

政策的に継続保有している。 

有 
2,363 1,728 

日本空港ビルデング

㈱ 

457 457 
旅客搭乗橋等空港施設製品の取引を行っ

ており、同社との良好な関係の維持・強

化を図るため、政策的に継続保有してい

る。 

無 

2,138 1,859 

㈱日本製鋼所 

1,006 1,006 
原子力製品用鍛造品の購入等の取引を行

っており、同社との良好な関係の維持・

強化を図るため、政策的に継続保有して

いる。 

無 

2,051 3,416 

住友商事㈱ 
1,320 1,320 輸出プラント等の取引を行っており、同

社との良好な関係の維持・強化を図るた

め、政策的に継続保有している。 

有 
2,021 2,365 
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銘柄 

当事業年度 前事業年度 

保有目的、定量的な保有効果 
及び株式数が増加した理由 

当社の株式の 
保有の有無 

株式数（千株） 株式数（千株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

㈱三菱ケミカルホ－

ルディングス 

2,454 2,454 
航空機用複合材等を購入するとともに、

発電設備、保守等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

無（注）４ 

1,913 2,529 

電源開発㈱ 
626 626 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

有 
1,690 1,681 

三菱製鋼㈱ 
1,000 1,000 ばねや素形材の購入等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

有 

 1,536 2,448 

新日鐵住金㈱ 

778 778 
造船用・発電プラント用鋼板の購入等の

取引を行っており、同社との良好な関係

の維持・強化を図るため、政策的に継続

保有している。 

有 

1,521 1,819 

㈱島津製作所 
456 456 産業機器の購入等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

有 

 1,459 1,365 

中国電力㈱ 
960 960 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

無 
1,326 1,231 

ＮＳユナイテッド海

運㈱ 

540 540 
原油タンカー等の輸送船、補修等の取引

を行っており、同社との良好な関係の維

持・強化を図るため、政策的に継続保有

している。 

無 

1,279 1,171 

東北電力㈱ 
835 835 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

無 
1,179 1,187 

㈱商船三井 

411 411 
LNG・LPG運搬船、貨客船等の船舶、補修

等の取引を行っており、同社との良好な

関係の維持・強化を図るため、政策的に

継続保有している。 

有 

980 1,260 

第一実業㈱ 
290 290 大型冷凍機等の機器の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

有 
929 897 

大同特殊鋼㈱ 

208 208 
火力・原子力製品用特殊鋼の購入等の取

引を行っており、同社との良好な関係の

維持・強化を図るため、政策的に継続保

有している。 

有 

910 1,134 

ＡＮＡホールディン

グス㈱ 

192 192 
航空エンジン部品修理等の取引を行って

おり、同社との良好な関係の維持・強化

を図るため、政策的に継続保有してい

る。 

無 

780 791 

三菱化工機㈱ 
416 416 舶用機器の購入等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

有 
635 919 

大王製紙㈱ 
452 452 発電設備、保守等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

無 
614 678 
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銘柄 

当事業年度 前事業年度 

保有目的、定量的な保有効果 
及び株式数が増加した理由 

当社の株式の 
保有の有無 

株式数（千株） 株式数（千株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

㈱神戸製鋼所 
738 738 鋳鍛造品の購入等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

有 
613 787 

㈱山口フィナンシャ

ルグループ 

550 550 
山口銀行㈱との間で与信枠の設定等の銀

行取引を行っており、同社との良好な関

係の維持・強化を図るため、政策的に継

続保有している。 

無（注）４ 

516 708 

㈱名村造船所 
1,413 1,413 商船事業分野で提携関係にあり、同社と

の良好な関係の維持・強化を図るため、

政策的に継続保有している。 

有 
510 849 

Mitcham 

Industries, Inc. 

174 152 

地震探査関連装置類の購入等の取引を行

っており、同社との良好な関係の維持・

強化を図るため、政策的に継続保有して

いる。 

（株式数が増加した理由) 財政的支援を

行うことで、同社からの機器購入取引の

より一層の安定化を図れると判断したた

め。 

 

無 

474 378 

北海道電力㈱ 
538 538 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

無 
342 375 

㈱ジャパンエンジン

コーポレーション 

414 694 舶用エンジンの購入等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

有 
310 743 

山陽特殊製鋼㈱ 

107 107 
火力発電プラント用鋼板の購入等の取引

を行っており、同社との良好な関係の維

持・強化を図るため、政策的に継続保有

している。 

無 

243 286 

太平電業㈱ 

100 100 
発電プラント設備の据付工事等の取引を

行っており、同社との良好な関係の維

持・強化を図るため、政策的に継続保有

している。 

有 

235 272 

㈱ピーエス三菱 
252 252 橋梁工事等の取引を行っており、同社と

の良好な関係の維持・強化を図るため、

政策的に継続保有している。 

無 
167 175 

宮地エンジニアリン

ググループ㈱ 

80 80 
同社と合弁で鉄構エンジニアリング事業

を運営しており、同社との良好な関係の

維持・強化を図るため、政策的に継続保

有している。 

無（注）４ 

150 162 

四国電力㈱ 
104 104 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

無 
140 131 

東海汽船㈱ 
50 50 貨客船、保守等の取引を行っており、同

社との良好な関係の維持・強化を図るた

め、政策的に継続保有している。 

無 
117 108 
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銘柄 

当事業年度 前事業年度 

保有目的、定量的な保有効果 
及び株式数が増加した理由 

当社の株式の 
保有の有無 

株式数（千株） 株式数（千株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

大日本塗料㈱ 

60 60 
船舶用・構造物用塗料の購入等の取引を

行っており、同社との良好な関係の維

持・強化を図るため、政策的に継続保有

している。 

有 

66 93 

三菱製紙㈱ 
113 113 発電設備、保守等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

有 
63 74 

東京計器㈱ 

56 56 
船舶用・航空用計器装備類の購入等の取

引を行っており、同社との良好な関係の

維持・強化を図るため、政策的に継続保

有している。 

無 

62 64 

王子ホールディング

ス㈱ 

90 90 発電設備、保守等の取引を行っており、

同社との良好な関係の維持・強化を図る

ため、政策的に継続保有している。 

無 
62 62 

北陸電力㈱ 
61 61 発電プラント、保守等の取引を行ってお

り、同社との良好な関係の維持・強化を

図るため、政策的に継続保有している。 

無 
53 55 
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みなし保有株式 

銘柄 

当事業年度 前事業年度 

保有目的、定量的な保有効果 
及び株式数が増加した理由 

当社の株式の 
保有の有無 

株式数（千株） 株式数（千株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

三菱商事㈱ 

32,276 32,276 

輸出プラント等の取引を行っており、同

社との良好な関係の維持・強化を図るた

め、政策的に継続保有している。現在は

退職給付信託に拠出しており、当社は議

決権の行使を指図する権限を有してい

る。 

有 

99,218 92,375 

㈱三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループ 

74,159 74,159 

三菱UFJ銀行㈱等との間で資金決済等の

銀行取引を行っており、同社との良好な

関係の維持・強化を図るため、政策的に

継続保有している。現在は退職給付信託

に拠出しており、当社は議決権の行使を

指図する権限を有している。 

無（注）４ 

40,787 51,689 

三菱電機㈱ 

22,565 22,565 

発電プラント向け発電機等の電気機器の

購入等の取引を行っており、同社との良

好な関係の維持・強化を図るため、政策

的に継続保有している。現在は退職給付

信託に拠出しており、当社は議決権の行

使を指図する権限を有している。 

有 

32,100 38,395 

三菱地所㈱ 

11,557 11,557 

建物の賃貸借等の取引を行っており、同

社との良好な関係の維持・強化を図るた

め、政策的に継続保有している。現在は

退職給付信託に拠出しており、当社は議

決権の行使を指図する権限を有してい

る。 

有 

23,177 20,785 

（注）１．貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していない。 

２．定量的な保有効果は、当社、株主及び相手先の利益を害する惧れがあり、記載が困難であるため、保有の合理

性を検証した方法について、上記イ.（ア）及び（イ）に記載する。 

３．当社株式の保有の有無については、当社株主名簿（2019年3月31日現在）において次のとおり確認した。 

・特定投資株式について、銘柄が株主名簿の名義と一致した場合「有」とした。 

・みなし保有株式について、退職給付信託に拠出している株式の銘柄が株主名簿の名義と一致した場合「有」

とした。 

４．当該銘柄の子会社が当社株式を保有している場合であっても、上記（注）３．の確認において銘柄と株主名簿

の名義が一致しないものは「無」とした。 

 

ウ.保有目的が純投資目的である投資株式 

    該当事項なし。 
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